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図１ 長崎県の人口の推移（各年１月１日現在）

人数 増減率

※平成26年の増減率は平成24年に対する率

※R3.1.1の人数・増減率はR2.10.1の国勢調査確報値に基づき遡及修正を行っている

増減率（％）

　　　令和４年長崎県異動人口調査結果

                        （推計人口年間集計結果）
長崎県県民生活環境部統計課
[image: image25.emf]表２　前年からの人口増減数

＜総数＞ （単位：人）

大 村 市

481

長 崎 市

△ 4,921

佐 々 町

60

佐世保市

△ 2,602

時 津 町

54

南島原市

△ 891

諫 早 市

△ 716

平 戸 市

△ 615

対 馬 市

△ 581

西 海 市

△ 576

五 島 市

△ 552

壱 岐 市

△ 536

長 与 町

△ 529

増加（３市） 減少（18

市町中上位10市町

）

長崎県計　　△14,083


毎月の推計人口を算出するため実施している長崎県異動人口調査の令和４年１月から12月までの集計結果をとりまとめました。
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＜日本人＞

（単位：人）

大

村

市

323

長

崎

市

△ 5,674

佐

々

町

55

佐

世

保

市

△ 2,996

諫

早

市

△ 924

南

島

原

市

△ 904

平

戸

市

△ 670

五

島

市

△ 647

島

原

市

△ 620

対

馬

市

△ 620

壱

岐

市

△ 548

西

海

市

△ 531

長崎県計　　△16,259

増加（２市）

減少（19

市町中上位10市町

）
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＜外国人＞

（単位：人）

長

崎

市

753

西

海

市

△ 45�

佐

世

保

市

394

小

値

賀

町

△ 1

諫

早

市

208

大

村

市

158

雲

仙

市

135

時

津

町

130

島

原

市

124

五

島

市

95

平

戸

市

55

松

浦

市

51

※長与町は増減なし

増加（18市町中上位10市町）

減少（2�

市町中上位2市町�

）

長崎県計　　2,176�

（単位：％）

１　長崎県の人口の推移
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図９　市町別県内転出入超過数　総数
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２　長崎県の人口

令和５年１月１日現在の長崎県の人口は1,279,871人(男602,370人、女677,501人)で、令和４年の１年間で、人口増減数は14,083人減(増減率△1.09％)となっており、その内訳をみてみると、自然増減数が11,001人減(増減率△0.85％)、社会増減数が3,082人減(増減率△0.24％)となっている。
３　地域別人口
令和５年１月１日現在の県人口を市部・郡部別にみると、市部人口は1,143,563人(男537,844人、女605,719人)で、郡部人口は136,308人(男64,526人、女71,782人)であり、これを構成比でみると、市部は県全体の89.35％、郡部は10.65％となっている。
また、この１年間の人口の増減は、市部は12,739人減(増減率△1.10％)、郡部は1,344人減(増減率△0.98％)となっている。（表１参照）
[image: image2.emf]表１　地域別人口

令和５年１月１日現在

（単位：人、％）

県　　計 市　　部 郡　　部 長崎市 佐世保市 島原市 諫早市

人 口 1,279,871 1,143,563 136,308 398,039 236,784 42,016 132,327

構 成 比 100 89.35 10.65 31.10 18.50 3.28 10.34

人 口 増 減 △ 14,083 △ 12,739 △ 1,344 △ 4,921 △ 2,602 △ 496 △ 716

人口増減率 △ 1.09 △ 1.10 △ 0.98 △ 1.22 △ 1.09 △ 1.17 △ 0.54

自 然 増 減 △ 11,001 △ 10,142 △ 859 △ 3,391 △ 1,808 △ 499 △ 823

自然増減率 △ 0.85 △ 0.88 △ 0.62 △ 0.84 △ 0.76 △ 1.17 △ 0.62

社 会 増 減 △ 3,082 △ 2,597 △ 485 △ 1,530 △ 794 3 107

社会増減率 △ 0.24 △ 0.22 △ 0.35 △ 0.38 △ 0.33 0.01 0.08

（単位：人、％）

大村市 平戸市 松浦市 対馬市 壱岐市 五島市 西海市

人 口 96,472 28,129 20,426 27,160 23,834 33,067 24,900

構 成 比 7.54 2.20 1.60 2.12 1.86 2.58 1.95

人 口 増 減 481 △ 615 △ 339 △ 581 △ 536 △ 552 △ 576

人口増減率 0.50 △ 2.14 △ 1.63 △ 2.09 △ 2.20 △ 1.64 △ 2.26

自 然 増 減 △ 117 △ 456 △ 299 △ 347 △ 383 △ 531 △ 362

自然増減率 △ 0.12 △ 1.59 △ 1.44 △ 1.25 △ 1.57 △ 1.58 △ 1.42

社 会 増 減 598 △ 159 △ 40 △ 234 △ 153 △ 21 △ 214

社会増減率 0.62 △ 0.55 △ 0.19 △ 0.84 △ 0.63 △ 0.06 △ 0.84

（単位：人、％）

雲仙市 南島原市 長与町 時津町 東彼杵町 川棚町 波佐見町

人 口 40,136 40,273 39,837 29,229 7,503 13,006 14,006

構 成 比 3.14 3.15 3.11 2.28 0.59 1.02 1.09

人 口 増 減 △ 395 △ 891 △ 529 54 △ 92 △ 170 △ 201

人口増減率 △ 0.97 △ 2.16 △ 1.31 0.19 △ 1.21 △ 1.29 △ 1.41

自 然 増 減 △ 427 △ 699 △ 94 △ 40 △ 96 △ 121 △ 129

自然増減率 △ 1.05 △ 1.70 △ 0.23 △ 0.14 △ 1.26 △ 0.92 △ 0.91

社 会 増 減 32 △ 192 △ 435 94 4 △ 49 △ 72

社会増減率 0.08 △ 0.47 △ 1.08 0.32 0.05 △ 0.37 △ 0.51

（単位：人、％）

小値賀町 佐々町 新上五島町

人 口 2,185 13,946 16,596

構 成 比 0.17 1.09 1.30

人 口 増 減 △ 43 60 △ 423

人口増減率 △ 1.93 0.43 △ 2.49

自 然 増 減 △ 42 △ 34 △ 303

自然増減率 △ 1.89 △ 0.24 △ 1.78

社 会 増 減 △ 1 94 △ 120

社会増減率 △ 0.04 0.68 △ 0.71


４　市町別人口増減数・増減率
令和５年１月１日現在の市町別の人口増減数について、最も増加数が大きかったのは大村市481人(0.50％)で、以下佐々町60人（0.43%）、時津町54人（0.19%）の計3市町で増加した。最も減少数が大きかったのは長崎市△4,921人(△1.22％)で、以下、佐世保市△2,602人(△1.09％)、南島原市△891人(△2.16％)、諫早市△716人(△0.54％)、平戸市△615人(△2.14％)と続き、18市町で減少している。（表２上段参照）
日本人の人口増減数は、最も増加数が大きかった大村市323人（0.34％）で、以下佐々町55人（0.40%）計2市町で増加した。最も日本人の減少数が大きかったのは長崎市△5,674人（△1.42％）で、以下、佐世保市△2,996人（△1.26％）、諫早市△924（△0.70％）、南島原市△904人（△2.21％）、平戸市△670人（△2.34%）、五島市△647人（△1.93％）と続き、19市町で減少している。（（参考）＜日本人＞参照）
一方、外国人は最も増加数が大きかった長崎市753人（32.51％）をはじめ、以下、佐世保市394人（29.67％）、諫早市208人（27.05％）と続き、計18市町で増加した。最も外国人の減少数が大きかったのは西海市△45人（△14.47％）で、以下、小値賀町△1人（△10.00％）の2市町で減少した。なお、長与町では外国人の増減はなかった。（（参考）＜外国人＞参照）
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図２　市町別人口増減率（総数）（単位：％）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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図３　市町別人口増減率（日本人）（単位：％）
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図４　市町別人口増減率（外国人）（単位：％）
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５　自然動態

令和４年の県全体の自然増減数（出生数と死亡数の差）は、出生が8,382人、死亡が19,383人で、死亡数が出生数を上回ったため、11,001人の減少となった。
令和３年(出生8,899人、死亡18,252人)と比較すると、出生数は517人減少し、死亡数は1,131人増加しているため、昨年の自然増減数(△9,353人)と比べ、1,648人減少数が大きくなった。また、自然増減率は△0.85％で前年(△0.71％)に比べ0.14ポイント減少率が大きくなった。

市町別の自然増減数は、長崎市(△3,391人)、佐世保市(△1,808人)、諫早市(△823人)、南島原市(△699人)、五島市(△531人)と続き、21市町で減少している。（表３参照）
[image: image6.emf]表３　前年からの自然増減数

＜総数＞ （単位：人）

長 崎 市 △ 3,391

佐世保市 △ 1,808

諫 早 市 △ 823

南島原市 △ 699

五 島 市 △ 531

島 原 市 △ 499

平 戸 市 △ 456

雲 仙 市 △ 427

壱 岐 市 △ 383

西 海 市 △ 362

増加（0市町）

減少（21

市町中上位10市

）

長崎県計　　△11,001

 [image: image7.emf]（参考）

＜日本人＞ （単位：人）

長 崎 市 △ 3,395

佐世保市 △ 1,811

諫 早 市 △ 824

南島原市 △ 700

五 島 市 △ 530

島 原 市 △ 500

平 戸 市 △ 458

雲 仙 市 △ 427

壱 岐 市 △ 383

西 海 市 △ 363

増加（0市町）

減少（21

市町中上位10市

）

長崎県計　　△11,009


直近10年の出生数・死亡数の推移を見ると、出生数は減少、死亡数は概ね増加の傾向にある。なお、総数でみると平成14年に初めて死亡数が出生数を上回って以来、自然増減数はマイナスの数値になっている。（表４、図５参照）
[image: image8.emf]年 出生数 死亡数

自然増減数

H25 11,582 17,261 -5,679

H26 11,418 17,110 -5,692

H27 11,059 16,901 -5,842

H28 10,973 17,205 -6,232

H29 10,611 17,530 -6,919

H30 10,182 17,713 -7,531

R1 9,637 17,686 -8,049

R2 9,257 17,653 -8,396

R3 8,899 18,252 -9,353

R4 8,382 19,383 -11,001

（単位：人）



表４　長崎県の出生数・死亡数の推移　総数


[image: image9]
６　社会動態

令和４年の県全体の社会増減数は、転入が46,885人、転出が49,967人で、3,082人の転出超過となった。（転入、転出はそれぞれ県内異動を含む）

令和３年(転入42,988人、転出49,613人)と比較すると、転入数は3,897人増加し、転出数は354人増加しているため、昨年の転出超過数(6,625人)より3,543人改善した。また、社会増減率は△0.24％で、前年(△0.51％)と比べ、減少率は0.27ポイント小さくなった。

市町別の社会増減数は、大村市(598人)、諫早市（107人）、時津町（94人）、佐々町（94人）、雲仙市（32人）のなど７市町で増加し、長崎市(△1,530人)、佐世保市(△794人)、長与町(△435人)、対馬市(△234人)、西海市(△214人)など14市町で減少した。（表５参照）
日本人については、令和３年が5,652人の転出超過（転入40,999人、転出46,651人）であり、令和４年は、転入が41,175人、転出が46,425人で5,250人の転出超過となり、402人改善した。

外国人については、令和３年は973人の転出超過（転入1,989人、転出2,962人）であったが、令和４年は、転入が5,710人、転出が3,542人で2,168人の転入超過に転じたことから、3,141人改善した。
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[image: image10.emf]表５　前年からの社会増減数

<総数＞ （単位：人）

大 村 市

598

長 崎 市

△ 1,530

諫 早 市

107

佐世保市

△ 794

時 津 町

94

長 与 町

△ 435

佐 々 町

94

対 馬 市

△ 234

雲 仙 市

32

西 海 市

△ 214

東彼杵町

4

南島原市

△ 192

島 原 市

3

平 戸 市

△ 159

壱 岐 市

△ 153

新上五島町

△ 120

波佐見町

△ 72

増加（７市町） 減少（14

市町中上位10市町

）

長崎県計　　△3,082

    [image: image11.emf]（参考）

<日本人＞ （単位：人）

大 村 市

439

長 崎 市

△ 2,279

佐 々 町

89

佐世保市

△ 1,185

長 与 町

△ 436

対 馬 市

△ 273

平 戸 市

△ 212

南島原市

△ 204

西 海 市

△ 168

壱 岐 市

△ 165

新上五島町

△ 142

島 原 市

△ 120

増加（２市町）

減少（18

市町中上位10市町

）

長崎県計　　△5,250


[image: image12.emf]（参考）

<外国人＞ （単位：人）

長 崎 市

749

西 海 市

△ 46

佐世保市

391

小値賀町

△ 1

諫 早 市

207

大 村 市

159

雲 仙 市

135

時 津 町

130

島 原 市

123

五 島 市

96

平 戸 市

53

松 浦 市

52

増加（19市町中上位10市町）

減少（２市町）

長崎県計　　2,168


平成25年からの転入数・転出数の推移を見ると、常に転出数が転入数を上回り、社会増減数がマイナスの数値になっている。転出超過数は平成29年に増加し、令和４年に大きく改善した。（表６、図６参照）
[image: image13.emf]　（単位：人）

年

転入数 転出数 社会増減数

H25 49,695 55,285 -5,590

H26 49,309 54,908 -5,599

H27 52,534 55,691 -3,157

H28 50,337 55,219 -4,882

H29 49,641 56,730 -7,089

H30 49,951 56,007 -6,056

R1 47,766 54,355 -6,589

R2 45,361 51,716 -6,355

R3 42,988 49,613 -6,625

R4 46,885 49,967 -3,082

表６　長崎県の転入数・転出数の推移　総数


[image: image14]
　
日本人について平成25年からの転入数・転出数の推移は、常に転出数が転入数を上回り、社会増減数がマイナスの数値になっている。（表７、図７参照）
[image: image15.emf]（単位：人）

年

転入数 転出数 社会増減数

H25 46,777 52,969 -6,192

H26 46,155 52,166 -6,011

H27 46,657 52,434 -5,777

H28 44,870 50,378 -5,508

H29 44,931 50,768 -5,837

H30 45,241 51,628 -6,387

R1 42,774 49,933 -7,159

R2 42,896 48,358 -5,462

R3 40,999 46,651 -5,652

R4 41,175 46,425 -5,250

表７　長崎県の転入数・転出数の推移　日本人


[image: image16]
外国人について平成25年からの転入数・転出数の推移を見ると、平成27年に大幅に転入超過、平成29年に大幅に転出超過となっている。平成30年及び令和元年は転入超過、令和２年からは再び転出超過となったが、令和４年は2,168人の転入超過となった。（表８、図８参照）
[image: image17.emf]年

転入数 転出数 社会増減数

H25 2,918 2,316 602

H26 3,154 2,742 412

H27 5,877 3,257 2,620

H28 5,467 4,841 626

H29 4,710 5,962 -1,252

H30 4,710 4,379 331

R1 4,992 4,422 570

R2 2,465 3,358 -893

R3 1,989 2,962 -973

R4 5,710 3,542 2,168

（単位：人）



表８　長崎県の転入数・転出数の推移　外国人


[image: image18]
７　県外異動
令和４年の県外との異動状況は転入27,213人(前年23,143人)、転出30,276人(前年29,723人)で、3,063人(前年6,580人)の転出超過となった。

本県への転入数が最も多かったのは福岡県(6,183人)で、次に東京都(1,727人)、佐賀県(1,608人)の順となっている。また、転出数が最も多かったのは福岡県(9,172人)、次に東京都(2,487人)、佐賀県(1,955人)の順となっている。転入転出ともに多かった福岡県については、転出超過数は2,989人である。
日本人の県外との異動状況は転入22,021人(前年21,468人)、転出27,257人(前年27,069人)で、5,236人(前年5,601人)の転出超過となった。
（表９、表１０参照）
[image: image19.emf]表９　県外からの転入・転出者数 （参考）

＜総数＞ （単位：人） ＜日本人＞ （単位：人）

福 岡

6,183

福 岡

9,172

福 岡

5,773

福 岡

8,891

東 京

1,727

東 京

2,487

東 京

1,687

東 京

2,364

佐 賀

1,606

佐 賀

1,955

佐 賀

1,513

佐 賀

1,882

神 奈 川

1,318

神 奈 川

1,499

神 奈 川

1,287

神 奈 川

1,464

熊 本

1,167

熊 本

1,484

熊 本

1,039

熊 本

1,385

大 阪

924

大 阪

1,070

鹿 児 島

899

大 阪

972

鹿 児 島

923

鹿 児 島

952

大 阪

865

鹿 児 島

922

沖 縄

780

愛 知

833

沖 縄

769

大 分

755

広 島

776

大 分

785

広 島

713

愛 知

749

大 分

752

広 島

730

愛 知

695

広 島

693

長崎県計(転出超過数）　△3,063

転入（

上位10都道府県

） 転出（

上位10都道府県

）

長崎県計(転出超過数）　△5,236

転入（

上位10都道府県

） 転出（

上位10都道府県

）


[image: image20.emf]表１０　１年間の県外転入・転出者数  総数

（単位：人）

北 海道 344 320 24 京 都 321 400 △ 79

青 森 93 125 △ 32 大 阪 924 1,070 △ 146

岩 手 43 36 7 兵 庫 576 700 △ 124

宮 城 115 110 5 奈 良 87 85 2

秋 田 19 18 1 和 歌山 62 59 3

山 形 51 40 11 鳥 取 77 53 24

福 島 59 63 △ 4 島 根 86 78 8

茨 城 154 201 △ 47 岡 山 197 197 0

栃 木 90 120 △ 30 広 島 776 730 46

群 馬 92 93 △ 1 山 口 447 561 △ 114

埼 玉 463 613 △ 150 徳 島 68 69 △ 1

千 葉 566 714 △ 148 香 川 98 88 10

東 京 1,727 2,487 △ 760 愛 媛 115 139 △ 24

神 奈川 1,318 1,499 △ 181 高 知 95 67 28

新 潟 78 70 8 福 岡 6,183 9,172 △ 2,989

富 山 25 43 △ 18 佐 賀 1,606 1,955 △ 349

石 川 72 82 △ 10 熊 本 1,167 1,484 △ 317

福 井 51 39 12 大 分 752 785 △ 33

山 梨 43 64 △ 21 宮 崎 455 456 △ 1

長 野 111 112 △ 1 鹿 児島 923 952 △ 29

岐 阜 77 102 △ 25 沖 縄 780 614 166

静 岡 227 263 △ 36 外 国 4,302 1,838 2,464

愛 知 735 833 △ 98 不 明 338 391 △ 53

三 重 110 139 △ 29

滋 賀 115 147 △ 32 合 計 27,213 30,276 △ 3,063

都道府県 転 入 転 出

転出入

超過数

都道府県 転 入 転 出

転出入

超過数


８　県内異動

県内の異動状況は転入19,672人(前年19,845人)、転出19,691人(前年19,890人)であり、その内日本人は転入19,154人(前年19,531人)、転出19,168人(前年19,582人)であった。

市町別で見てみると、転入超過数が最も多かったのは大村市(716人)で次に諫早市(303人)、佐々町(114人)、時津町(92人)と続き、２市３町が転入超過となっている。

一方、転出超過数が最も多かったのは長崎市(△407人)で、次に平戸市（△141人）、西海市(△126人)、対馬市（△97人）、新上五島町(△95人)、五島市(△77人)の順で11市５町において転出超過となった。（図９参照）
※異動人口調査における社会動態で県内の転入、転出については同数になるべきではあるが、毎月１日現在で算出しており、転出後、転入未届の場合等があるため、同数とならない。
９　年齢別異動
　　令和４年の年齢５歳階級別異動を見ると、県内異動の最多階級は、転入転出とも25～29歳で転入2,940人(全体の15.3％、以下同じ)、転出2,931人(15.3％)となっており、以下、転入は20～24歳の2,586人(13.5％)、30～34歳の2,224人(11.6％)と続き、転出は20～24歳の2,587人(13.5％)、30～34歳の2,222人(11.6％)と続いている。（表１１参照）

　 県外異動の最多階級は、転入転出とも20～24歳で転入4,003人(18.2％)、転出6,272人(23.0％)となっており、以下、転入は25～29歳の3,423人(15.5％)、30～34歳の2,380人(10.8％)と続き、転出は25～29歳の4,088人(15.0％)、15～19歳の3,188人(11.7％)と続いている。（表１２参照）
[image: image21.emf]（単位：人、％） （単位：人、％）

人数 率 人数 率 人数 率 人数

率

0～4歳 1,368 7.1 1,373 7.2 0～4歳 1,325 6.0 1,318 4.8

5～9歳 808 4.2 817 4.3 5～9歳 799 3.6 871 3.2

10～14歳 447 2.3 449 2.3 10～14歳 414 1.9 561 2.1

15～19歳 1,446 7.5 1,447 7.5 15～19歳 1,549 7.0 3,188 11.7

20～24歳 2,586 13.5 2,587 13.5 20～24歳 4,003 18.2 6,272 23.0

25～29歳 2,940 15.3 2,931 15.3 25～29歳 3,423 15.5 4,088 15.0

30～34歳 2,224 11.6 2,222 11.6 30～34歳 2,380 10.8 2,459 9.0

35～39歳 1,571 8.2 1,585 8.3 35～39歳 1,734 7.9 1,924 7.1

40～44歳 1,181 6.2 1,176 6.1 40～44歳 1,321 6.0 1,475 5.4

45～49歳 1,065 5.6 1,056 5.5 45～49歳 1,232 5.6 1,292 4.7

50～54歳 956 5.0 957 5.0 50～54歳 996 4.5 1,024 3.8

55～59歳 704 3.7 711 3.7 55～59歳 847 3.8 735 2.7

60～64歳 450 2.3 446 2.3 60～64歳 636 2.9 459 1.7

65～69歳 339 1.8 344 1.8 65～69歳 503 2.3 363 1.3

70～74歳 277 1.4 276 1.4 70～74歳 365 1.7 358 1.3

75～79歳 159 0.8 159 0.8 75～79歳 174 0.8 233 0.9

80～84歳 186 1.0 184 1.0 80～84歳 130 0.6 247 0.9

85～89歳 224 1.2 225 1.2 85～89歳 114 0.5 229 0.8

90～94歳 150 0.8 150 0.8 90～94歳 61 0.3 123 0.5

95～99歳 59 0.3 59 0.3 95～99歳 14 0.1 33 0.1

100歳以上 14 0.1 14 0.1 100歳以上 1 0.0 4 0.0

年齢不詳 - - - - 年齢不詳 - - 1 0.0

計 19,154 19,168 計 22,021 27,257

表１１　年齢別の県内転入・転出状況　日本人 表１２　年齢別の県外転入・転出状況　日本人

年齢

転入 転出

年齢

転入 転出


また、県内異動の状況については、各年齢階級の転入数と転出数がほぼ同じになるが（「８ 県内異動」の※参照）、県外の異動状況については、20～24歳（△2,269人）、15～19歳（△1,639人）では、転出数が転入数を大幅に上回るが、60～64歳（177人）、65～69歳（140人）、55～59歳（112人）など転入数が転出数を上回った年齢層もある。（図１０、図１１参照）
[image: image22.emf]（単位：人） （単位：人）

図１０　年齢別の県内転入・転出状況　日本人 図１１　年齢別の県外転入・転出状況　日本人
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１０　世帯

令和５年１月１日現在の長崎県の世帯は557,923世帯で、この１年間に1,608世帯増加した。

市町別でみると最も増加したのは、大村市(864世帯)で、次いで諫早市(500世帯)、時津町(211世帯)などの11市町で増加し、新上五島町(△161世帯)、西海市(△154世帯)、長与町(△81世帯)、南島原市(△74世帯)などの10市町で減少している。（表１３参照）

県全体の１世帯当たりの世帯人員は2.29人で、前年の2.33人より0.04人減少した。市町別１世帯当たりの世帯人員が最も多かったのは東彼杵町(2.76人)で、最も少なかったのは小値賀町の(2.00人)である。（表１４参照）
[image: image23.emf]表１３　１年間の世帯増減数　総数

（単位：世帯）

大 村 市 864新上五島町 △ 161

諫 早 市 500西 海 市 △ 154

時 津 町 211長 与 町 △ 81

佐 世 保 市 183南 島 原 市 △ 74

雲 仙 市 141平 戸 市 △ 65

長 崎 市 107壱 岐 市 △ 51

島 原 市 101小 値 賀 町 △ 32

佐 々 町 80対 馬 市 △ 29

波 佐 見 町 41五 島 市 △ 19

川 棚 町 37松 浦 市 △ 7

増加（11市町中上位10市町）

減少

（10市町）

長崎県計　1,608

  [image: image24.emf]表１４　１世帯あたりの世帯人員　総数

（単位：人）

東 彼 杵 町 2.76小 値 賀 町 2.00

波 佐 見 町 2.74五 島 市 2.03

雲 仙 市 2.62新上五島町 2.06

南 島 原 市 2.56長 崎 市 2.14

佐 々 町 2.51対 馬 市 2.18

長崎県平均　2.29

多数（上位５市町） 少数（上位５市町）


�





�





�

















※小値賀町は増減なし









